
　【ニュース概略】深セン市のＩＴ企業、唯冠科技（深
セン）が、米アップルのタブレット端末「ｉＰａｄ（ア
イパッド）」の販売差し止めを求めていた問題で、上海
市の浦東新区人民法院（地裁）は 23 日、唯冠科技の訴
えを退けて、上海市内におけるｉＰａｄの販売継続を
許可する判断を下した。同法院は、両社が広東省の高
級人民法院でｉＰａｄの商標権そのものをめぐって係
争中という事情を考慮し、ｉＰａｄの商標権の帰属が
確定していない状況で、販売差し止めの裁判を行うこ
と自体が不適切と判断した。（「ＮＮＡ」12 年１月 31
日）

　最近、米アップル社のタブレット端末ｉＰａｄの商
標問題をめぐり、深セン市のＩＴ機器メーカー「唯冠
科技」（Proview Technology、以下「深セン唯冠」）と
アップル社との間で激しい戦いが続いており、ｉＰａ
ｄの中国大陸における販売活動に大きな影響を及ぼし
ています。
　報道によりますと、深セン唯冠の親会社は、香港に
ある「唯冠国際」という会社で、唯冠国際は、これま
でコンピューター・ディスプレーの生産で世界的にも
高いシェアを占めていました。しかし、今は業績悪化
によって、破産が申し立てられている状況にあります。
ｉＰａｄの商標問題に関わっているもう一方の主役は、
唯冠国際が台湾で設立した深セン唯冠の兄弟会社であ
る「唯冠台湾」です。唯冠台湾は、これまで複数の国
でｉＰａｄの商標を登録し、2000 年に、画面をタッチ
して操作する自社製パソコン「ｉＰａｄ」を欧州で発
売した実績があったようです。09 年にアップル社が
（代理会社を通して）唯冠台湾から、同社が世界各国に
保有していたｉＰａｄ商標権を３万 5,000 英ポンドで
一括にて買い取り、全世界におけるｉＰａｄの販売を
大々的に開始しました。
　ここで問題となるのは、中国大陸で登録したｉＰａ
ｄの商標は、そもそも唯冠台湾が保有していたのでは
なく、深セン唯冠がその商標権者であるという点にあ
ります。つまり、「唯冠台湾」と「深セン唯冠」は密接
な関係（２社の法定代表者はいずれも同一人物の楊氏
です）であるものの、同一法人ではないため、唯冠台
湾が中国大陸で登録したｉＰａｄの商標を処分する権
利はありません。その後、アップル社は「深セン唯冠」
を相手取り、ｉＰａｄ商標権をめぐる訴訟を起こしま
したが、１審は敗訴となり、現在、広東省高級人民法
院で２審係争中にあります。
　上述の上海市浦東新区人民法院が下した判決は、広

東省高級人民法院にて行われている２審の最終判決が
下りていない中、アップル社のｉＰａｄ製品の販売停
止を差し止めることは不当であるとの判断に基づくも
のかと思われます。しかし、アップル社が２審に敗訴
した場合、正式に販売が停止される可能性は高いと思
われます。
　「商標登録証」は、商標権利者の商標権を証明する
唯一の法的文書ですが、アップル社が唯冠台湾と商標
権の譲渡に関する契約書を交わしたときに、相手側の
「商標登録証」まで細かく確認しなかったという事実
は、社内弁護士を抱える大企業としては、信じがたい
面があります。また、情報によれば、唯冠台湾と締結
した譲渡契約の内容も非常にシンプルであり、どの国、
どの地域が含まれているかについて、細かく記載され
ておらず、「所有している商標権の全てを譲渡する」と
しか書かれていなかったようです。よって、アップル
社が今後、唯冠台湾に対して「無権処分」（商標権を有
さないにも関わらず、商標権を譲渡する）に関する民
事責任を追及することは困難であり、深セン唯冠との
商標権譲渡の商談において、不利な立場に置かれるの
ではないかと思われます。
　今回ご紹介した有名なケースにとどまらず、中国市
場では知的財産権に関する貿易が急増しています。商
標権の譲渡取引を行う際には、まず相手側が確かな商
標権を持っているかどうかを確認し、サインする相手
側の代表がどの会社を代表してサインしているか、と
いうことをクリアにすべきでしょう。
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